
◆目標管理者

Ｈ２８
重点施策

分野：障害福祉
施策：障害のある人の暮ら
しを支えるサービス基盤の
充実

分野：障害福祉
施策：福祉のまちづくりの推
進

④

【取り組み】
　障害福祉サービス等を利用する全ての障害者にサービス等利用計
画を作成し、一人ひとりのニーズに適したサービスを提供します。
（事業費　15,334千円）
【成果目標】
　計画作成件数　714件（平成27年度　646件）
　モニタリング実施件数　234件（平成27年度 189件）

分野：障害福祉
施策：障害のある人の暮ら
しを支えるサービス基盤の
充実
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＜障害福祉＞
・平成28年4月1日に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法
律（障害者差別解消法）」が施行されました。
・障害者、特に精神障害者が増加しています。
・障害者の増加に伴い福祉サービス事業所等の社会資源が不足して
きています。

②

・障害者差別解消法の目的や内容を市民・事業者に積極的に周知啓発を
行うとともに、障害者差別を解消するため相談等の取り組みを行うための
地域ネットワークの構築を進めます。
・障害者自身のニーズをくみ取りながら、適切なケアマネジメントを行いま
す。
・草津市障害者計画（後期計画）および第4期草津市障害福祉計画を着実
に推進し、障害者の暮らしを支えるサービス基盤の充実を図ります。

③

【取り組み】
　障害者差別解消法の目的や内容を、市ＨＰや広報誌、企業訪問等を
通じ啓発します。また、各主体が参画した障害者差別解消のための検
討組織づくりを進めます。
【成果目標】
　障害者差別解消のための地域ネットワークを構築します。

⑤

【取り組み】
　障害者計画および障害福祉計画を着実に推進するため、草津市障
害者施策推進審議会において、確認、評価等を行います。
（事業費　2,566千円）
【成果目標】
　計画の進捗状況の分析評価を行います。

分野：地域福祉
施策：地域福祉の担い手の
育成

②

【取り組み】
　生活困窮者自立支援事業として、自立相談支援、住居確保給付金、
就労準備支援、子どもの学習支援、一時生活支援の各事業を実施す
る一方、生活保護が必要な方には生活保護を速やかに適用いたしま
す。（事業費　生活困窮者自立支援事業：17,356千円、生活保護：
1,877,819千円）

【成果目標】
生活困窮者自立支援事業の実施による生活安定の支援を行います。

分野：生活安心
施策：セーフティネットの充
実

1

<地域福祉>
・少子高齢社会の到来や成長型社会の終焉、近年の深刻な経済不況
を背景に高齢者、障害者などの生活上の支援を要する人々が厳しい
状況に置かれていることに加え、核家族化の進行により、家庭や地域
の相互扶助機能が弱体化し、地域住民の繋がりも希薄化するなど、
「地域力」の低下が社会問題化しています。このような状況下において
平成28年3月に、第3期地域福祉計画を策定したところであり、「地域
力」のあるまち草津　未来へつなぐ地域福祉　人にやさしい福祉のま
ちを理念として取り組んでいく必要があります。

・働きたくても働けない、住む場所がない、また非正規・低賃金就労等
の理由により、生活に困窮する人々が多く、セーフティネットの整備、
拡充が求められています。

①

・「地域力」を高めていくため、第3期草津市地域計画に掲げる重点プログラ
ム「地域の中で活動する人を広げる」「住民同士の暮らしに根ざした交流を
深める」を重点目標とします。

・相談者の実情に合わせて、生活保護に陥ることなく早期の自立支援を図
る生活困窮者自立支援事業と、直接生活費の給付を行なう生活保護制度
を効果的に適用し、生活安定の支援を行います。

①

【取り組み】
（地域の中で活動する人を広げる）
・民生委員児童委員の一斉改選（事業費　27,485千円）
（住民同士の暮らしに根ざした交流を深める）
・草津市協働のまちづくり条例の「中間支援組織」である市社会福祉協
議会を支援し、各種地域福祉関連事業を推進します。（市民コーディ
ネーターの養成講座等）（事業費　1,513千円）

【成果目標】
・地域の中で活動する人を広げるとともに、セーフティーネット強化のた
め、民生委員児童委員の定数拡大を図ります。
・市民コーディネーター養成講座（連続5回講座）、ステップアップ講座2
回の実施

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取り組みと成果目標 総合計画上の位置づけ

17,656,334 10,940,354 6,715,980

合計 93 0 4 68 21 186

「安心」が得られるまちの実現に向けて、健康・医療・保険・福祉の充実を図り、「健康で安心して暮らせるまちづくり」の取り組み
を進めます。

◆従来の健康づくりの枠組みを超えた総合政策による「健幸都市」の推進を図ります。
　・草津市健幸都市基本計画を策定します。
　・健幸ポイント制度の創設等を行います。
◆妊娠から出産、育児等までの子育てに関する不安解決や切れ目ない支援に向けた取組みを充実します。
　・草津市版ネウボラとして、「子育て相談センター」の開設等を行います。
◆誰もが住み慣れた家庭や地域で安心していきいきと暮らしていけるように取り組みます。
　・第三期草津市地域福祉計画に基づき、地域に関わる様々な担い手が力をあわせて、共に生き、支えあう地域福祉を推進します。
◆障害者や高齢者が健康的にいきいきとした生活が送れるよう支援します。
　・障害者や高齢者の自立を支援するため、公的サービスの充実・提供に努めます。
◆高齢者が将来にわたり安心して生活できるための取組みを推進します。
　・あんしんいきいきプランに基づく取組みの着実な推進を行います。
　・地域包括ケアシステムの構築を進めます。
◆国民健康保険制度の適正な運用を図ります。
　・生活習慣病の早期発見や予防により、被保険者の健康増進を図ります。
　・特定健康診査等の受診を促進します。

1,085,247

保険年金課 11 2 12 4 29

31,372,658 21,127,755 10,244,903

介護保険課 10 22 4 36 7,943,103 6,857,856

8,800

健康増進課 25 1 15 6 47 831,312 90,230 741,082

健康福祉政策課 2 1 3 8,800 0

676,053

長寿いきがい課 13 6 4 23 767,616 298,707 468,909

障害福祉課 9 5 2 16 2,029,218 1,353,165

－ － －

社会福祉課 15 1 8 24 2,027,599 1,478,767 548,832

経営層（部長、副部長） 5 5

部長　　　 太田　ひろみ

理事　　　 富安　知翔

◆部局の役割・目標像 ◆職員数および当初予算規模

歳出（職員費を除く） 特定財源 一般財源
当初予算規模（千円）

所属
職員数（人）

正規 特任 再任用 嘱託 臨時 総計

《平成２８年度　健康福祉部　組織目標》　

0臨時給付金推進室 3 3 108,676 108,676

・・・平成２８年度予算重点施策に
関連する項目には、「３．目標
達成のための取り組みと成果
目標」欄に、左の記号を記載
しています。

重
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Ｈ２８
重点施策

分野：長寿・生きがい
施策：介護予防対策の充実

重点④
高齢者福祉

分野：地域福祉
施策：地域福祉を支える
ネットワークづくり

⑨

【取り組み】
　支援が必要な高齢者が、要介護状態になることを予防し自立した生
活を送るための効果的なサービスとして、介護予防・日常生活支援総
合事業のモデル事業を実施し、サービス内容や効果、サービスの提供
のしくみの検証を行います。（事業費　2,449千円）

【成果目標】
　サービス利用者のうち、1年後に要介護認定に至らない人の割合
80％

分野：長寿・生きがい
施策：地域包括ケアの推進

重点④
高齢者福祉

分野：長寿・生きがい
施策：地域包括ケアの推進

④

　高齢者の増加に伴い、認知症高齢者の数は、今後更に増加すると考えら
れることから、「認知症があっても安心して生活できるまちの実現」に向け、
平成25年度に策定した「草津市認知症施策アクション・プラン」に基づき、一
層の取り組みを進めます。

⑦

【取り組み】
　認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地
域のよい環境で暮らし続けられるために、認知症の人やその家族に早
期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を設置し、早期診断・早期対
応に向けた支援体制を構築します。（事業費　2,313千円）

【成果目標】
 ・支援をした人のうち、医療・介護サービス等につながり終結した人の
割合　　40％

分野：長寿・生きがい
施策：認知症対策の充実

重点④
高齢者福祉
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＜長寿・いきがい＞
・少子高齢化が進み、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増加し、家
庭の中の介護力が低下してきています。
・高齢者の増加に伴い、疾患や障害を抱えながら自宅で療養する高
齢者や認知症高齢者など支援や介護を要する高齢者も増加していま
す。一方、高齢者をとりまく地域との関係の希薄化が危惧されていま
す。
・高齢になるにつれ日常生活への不安が高まる中、できるだけ自立し
た生活が営めるよう、また、支援や介護が必要になっても、住み慣れ
た地域で必要な医療や介護を受けながら、安心して暮らし続けられる
地域づくりを目指した地域包括ケアシステムの構築を進める必要があ
ります。

③

　介護の必要な高齢者の在宅での生活を支えていくため、医療と介護の連
携のもとで高齢者の退院・在宅復帰支援や、医療ケアが必要な高齢者の
在宅生活支援の充実など、地域で安心して医療・介護サービスを受けるこ
とのできる基盤づくりに取り組みます。

⑥

【取り組み】
　（仮称）在宅療養支援センター機能の整備に向けて、専門職員を配置
するとともに、医師会をはじめ多職種間との連携や在宅療養に対する
市民啓発に取り組みます。（事業費　345千円）

【成果目標】
・在宅チーム医療推進地域リーダー会議（多職種合同会議）を開催しま
す。
・在宅医療介護の資源リスト・マップを作成します。
・多職種合同事例検討会を開催します。

⑤

　平成29年度からの介護予防・日常生活支援総合事業への移行に向け
て、高齢者一人ひとりが介護予防に取り組み、可能な限り自立した生活を
送ることができるようモデル事業を実施するとともに、地域において住民主
体で介護予防の取り組みをリードする担い手の育成と活動する場所の確
保を行います。
　また、安心して暮らし続けるために必要となる情報の提供を図ります。

⑧

【取り組み】
　地域サロン開設の支援と円滑な運営の支援を行います。
　（事業費　9,115千円）

【成果目標】
　地域サロン開設累計カ所数
　　平成28年度　150カ所　（平成27年度　140カ所）

⑩

【取り組み】
　小学校区において要支援認定者のサービス利用実態や既存の地域
資源・人材の把握を行い、「資源マップ」を作成し、市民や地域の関係
者等への情報提供を行なうとともに必要なサービスについて検討しま
す。 （事業費　3,076千円）

【成果目標】
　小学校区の資源マップの作成・配布（7小学校区）

分野：長寿・生きがい
施策：地域包括ケアの推進

⑪

【取り組み】
　介護予防サポーターポイント制度推進費
　草津市介護予防サポーターポイント制度を創設し、介護予防に資す
るサービスの担い手の掘り起こしを行い、その活動をポイント付与によ
り支援することで、担い手となる高齢者自身の介護予防にもつなげま
す。
 （事業費　2,703千円）

【成果目標】
　介護予防サポーターポイント制度登録者数　130人

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取り組みと成果目標 総合計画上の位置づけ

重

重

重

健康福祉部～2～



Ｈ２８
重点施策

分野：子ども・子育て
施策：母子保健サービスの
充実

重点③
子育て支援
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＜子育て支援の充実＞
　当市の子育て世代では核家族や転入者の割合が多く、孤立感や育
児不安を抱える妊産婦や子育て期の人が多くなっています。子育て期
の市民が、安心して相談できる場や支援が受けられる体制が求めら
れています。

⑨
　妊娠期から子育て期の切れ目のない連携のとれた支援体制の確立が必
要です。

⑯

【取り組み】
　妊娠期から出産、子育て期を通じて相談できるよう専門職を総合相談
窓口に配置するとともに、産後ケアなど特に産後早期の母親への支援
の充実を図ります。（事業費　17,093千円）

【成果目標】
　・総合相談事業の実施（子育て相談センター事業）
　・産後、退院してからの一カ月程度、助産師や保健師等からの指導・
ケアを十分に受けられたと感じた人の割合　85%　（平成27年度　80.3%）

分野：健康・保険
施策：市民の健康づくり支
援

重点⑤
スポーツ・健康

6

＜健康＞
・高齢化の進展や生活習慣病の増加等を背景に、健康上の問題で日
常生活が制限されることなく生活できる期間（健康寿命）の延伸が必
要となっています。
・第2次草津市食育推進計画では、男女ともに過剰な塩分、脂質の摂
取や若い世代での野菜の摂取の不足、学童期から青年期の朝食の
欠食などの食習慣の乱れに対する取り組みの推進が必要です。

⑧

・乳幼児期から高齢期までのライフステージに応じた健康増進の取り組み
を推進します。
・市民一人ひとりが、食に関して知識・関心を高め、健全な食生活を実践し
てもらえるような取り組みを推進します。

⑮

【取り組み】
　健康くさつ21（第2次）および食育推進計画（第2次）を推進するため、
栄養士団体など関係団体との連携強化やライフステージに応じた健康
づくり、生活習慣病予防に関する市民への啓発としてくさつヘルスアッ
ププロジェクトに取り組みます。
　（事業費　2,101千円　※平成27年度予算明許繰越）
【成果目標】
　健幸ポイント制度参加人数　500人

【取り組み】
　健康づくりの気運の盛り上げを目指して活動する地域を支援します。
　（事業費　6,000千円　※平成27年度予算明許繰越）
【成果目標】
  健康のまち草津モデル事業費補助　6団体

分野：健康・保険
施策：市民の健康づくり支
援

重点⑤
スポーツ・健康

5

<健康>
　超高齢社会の到来により社会保障費が増大するなか、健康に関心
の低い無関心層を含め、より多くの人が健康意識を高め、健康寿命の
延伸や社会保障費の抑制を図る必要があります。一方で、健康意識
が低いままでも健康になれることも重要であり、公共インフラや公共交
通、でかけたくなるイベントや活動できる公園や施設など、総合政策と
して健康づくりに取り組む必要があります。

⑦

　各種けん診や生活習慣病の予防、食育や運動など従来までの「健康づく
り」の枠組みを越え、ポピュレーションアプローチによる健康啓発を強化す
るとともに、公共インフラの整備や健康産業の創出なども含め総合政策に
よる健幸都市づくりに取り組みます。

⑭

【取り組み】
　外部有識者によって構成する草津市健幸都市づくり推進委員会や市
長をトップとした推進本部体制を設置し、産・学・公・民が協働しながら、
幅広く健康づくりに取り組む（仮称）草津市健幸都市基本計画を策定し
ます。
　（事業費　8,800千円　　※平成27年度予算明許繰越）
【成果目標】
　（仮称）草津市健幸都市基本計画を策定します。

⑬

【取り組み】
　介護老人福祉施設および短期入所生活介護施設の整備を行いま
す。
　（事業費62,500千円　※うち平成27年度予算明許繰越30,000千円）

【成果目標】
　介護老人福祉施設120床および短期入所生活介護施設10床の整備
を行います。

分野：長寿・生きがい
施策：介護サービスの充実

重点④
高齢者福祉

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取り組みと成果目標 総合計画上の位置づけ
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【再掲】
＜長寿・いきがい＞
・少子高齢化が進み、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増加し、家
庭の中の介護力が低下してきています。
・高齢者の増加に伴い、疾患や障害を抱えながら自宅で療養する高
齢者や認知症高齢者など支援や介護を要する高齢者も増加していま
す。一方、高齢者をとりまく地域との関係の希薄化が危惧されていま
す。
・高齢になるにつれ日常生活への不安が高まる中、できるだけ自立し
た生活が営めるよう、また、支援や介護が必要になっても、住み慣れ
た地域で必要な医療や介護を受けながら、安心して暮らし続けられる
地域づくりを目指した地域包括ケアシステムの構築を進める必要があ
ります。

⑥

　地域包括ケアシステムの構築を実現するために中核を担う介護サービス
の充実を図ります。特に、在宅サービスの基盤となる地域密着型サービス
事業所の整備と、重度の要介護者に対する施設サービスの基盤整備を進
めます。

⑫

【取り組み】
　地域密着型サービス事業所の整備を行います。
　（事業費37,670千円　※平成27年度予算明許繰越）

【成果目標】
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所１か所の整備を行いま
す。
・看護小規模多機能型居宅介護事業所１カ所の整備を行います。

分野：長寿・生きがい
施策：介護サービスの充実

重

重

重

重
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Ｈ２８
重点施策

分野：健康・保険
施策：国民健康保険制度の
運用

8

＜保険＞
・高齢化の進展や医療の高度化に加え、保険料の負担能力が低い
方々の加入割合が高いなど、国民健康保険制度の運営は厳しい状況
です。
・平成28年度から平成29年度までを計画期間とする草津市国民健康
保険保健事業実施計画（データヘルス計画）を策定しましたが、その
データ分析結果から、若い世代（40歳代以降）の糖尿病を含む生活習
慣病患者の医療費の抑制や生活習慣病の重症化予防への取り組み
を進める必要があります。

⑩
　生活習慣病の早期発見や予防を図るためには、今の自分の健康状態が
わかり生活習慣の改善のための動機付けとなる特定健診を受診してもらえ
るよう啓発を強化します。

⑰

【取り組み】
　特定健康診査の未受診者には、昨年に引き続き、本市の保健師（嘱
託職員）が通知および電話等による受診勧奨を実施し、未受診者対策
を強化します。
　また、40歳から64歳までの特定健診受診者の自己負担金を廃止し、
受診しやすい環境を整えます。
（事業費　7,819千円）

【成果目標】
　特定健康診査実施率達成目標　55.0％

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取り組みと成果目標 総合計画上の位置づけ
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